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次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本入札に係る落札及び契約締結は、当該
業務に係る平成22年度本予算が成立し、予算示達
がなされることを条件とするものです。
平成 21年９月 28日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 菊川 滋

１ 調達内容
\ 調達等件名及び数量
国営東京臨海広域防災公園運営維持管理業
務 １式

] 調達件名の特質等 入札説明書及び国営東
京臨海広域防災公園運営維持管理業務民間競
争入札実施要項（以下「実施要項」という。）
による。

^ 履行期間 平成22年４月１日から平成25年
３月31日まで

_ 履行場所 東京都江東区有明２丁目・３丁
目

` 入札方法 上記\の件名を入札に付する。
本業務の入札は競争の導入による公共サービ
スの改革に関する法律に基づく民間競争入札
として実施する。落札決定にあたっては、総
合評価落札方式（加算方式）をもって行うの
で、総合評価のための本事業実施の具体的な
方法及びその質の確保の方法等に関する書類
（以下「企画書」という。）、競争参加資格等
必要とされる資格を確認するための書類を添
付した書類（以下「申請書類」という。）を提
出すること。入札書に記載する金額は、契約
期間中、本業務に要する一切の諸経費を含め
た金額の総価を記載すること。
なお、落札価格は、入札書に記載された金
額に当該金額の100分の５に相当する額を加
算した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数を切り捨てた金額とす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は
消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ

るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約希望金額の105分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。原則として、当該
入札の執行において入札執行回数は２回を限
度とする。なお、当該入札回数までに落札者
が決定しない場合は、原則として予算決算及
び会計令第99条の２の規定に基づく随意契約
には、移行しない。

２ 競争参加資格
\ 競争の導入による公共サービスの改革に関
する法律（平成18年法律第51号）第15条にお
いて準用する第10条各号に該当する者でない
こと。

] 予算決算及び会計令第70条及び第71条の規
定に該当しない者であること。

^ 国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）
「役務の提供等」の関東・甲信越地域の競争
参加資格を有する者であること。

_ 申請書類の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、関東地方整備局長から指名停止を
受けていないこと。

` Ĉに示す業務実績があること。詳細は入札
説明書及び実施要項（以下「入札説明書等」
という）による。

a 本業務に従事する者が入札説明書等に定め
る業務実績等を有する事を証明した者である
こと。

b 他の入札参加者又は所属する共同体以外の
共同体の構成員との間に以下の基準のいずれ
かに該当する関係がないこと。
１）資本関係 以下のいずれかに該当する二
者の場合。ただし、子会社又は子会社の一
方が更生会社又は更生手続が存続中の会社
である場合は除く。
{ 親会社と子会社の関係にある場合
| 親会社を同じくする子会社同士の関係
にある場合

２）人的関係 以下のいずれかに該当する二
者の場合。ただし|については、会社の一
方が更生会社又は更生手続が存続中の会社
である場合は除く。
{ 一方の会社の役員が、他方の会社の役
員を現に兼ねている場合

| 一方の会社の役員が、他方の会社の管
財人を現に兼ねている場合˜
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